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研究成果の概要（和文）：本研究は，日本が 2008 年に締結した私法統一条約である「国際物品
売買契約に関する国際連合条約」（CISG）について，第１に，その体系的・解釈論的構造に関
する正確な把握の確立をめざした。契約責任の「体系」に関する構造の解明に重点をおいた他，
CISG の基礎にある一般原則と目される「favor contractus の原則」の本質の解明も試みた。これ
らの作業においては，日本における債権法改正論議との比較検討も行った。第２に，CISG を
基軸として生成しつつある《共通私法》の規範内容について，UNIDROIT 国際商事契約原則 2010
を中心に検討し，《共通私法》の生成過程について UNCITRAL や ICC における実態の基礎調査
を行った。

研究成果の概要（英文）：This research focused on the 1980 United Nations Convention on Contracts of
the International Sale of Goods (CISG). There are two aspects to this research. Firstly, given Japan’s
recent accession to the CISG in 2008, and the impact of the CISG on Japan’s recent Civil Code reform,
one purpose was to reveal the systematic and interpretive structure of the CISG. In this regard, special
emphasis was given to the structure of remedies in case there is breach of contract, as well as to the
principle of favor contractus. Secondly, given CISG’s seminal role in the development of jus commune
in international commerce, this research extended its scope to the study of the UNIDROIT Principles of
International Commercial Contracts 2010, as well as to a preliminary inquiry into the rule-making
process among UNCITRAL and ICC.
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１．研究開始当初の背景

(1) 研究を開始した 2008 年当時，①日本は
「国際物品売買契約に関する国際連合条約」

（CISG）への加入を目前に控えていた。同条
約への加入が実現すれば，日本の法律学も、
CISG の統一的解釈に向けた世界規模の共同
作業に参画するという課題に直面すること
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とが予想された（実際，日本は，2008 年 7 月
に同条約を締結し，同条約は 2009 年 8 月か
ら日本について発効している。）。さらに当時，
②日本でも「債権法改正」が現実的な立法課
題として浮上しており（実際，2009 年秋から
法制審議会において審議が開始している。）、
CISG がひとつの立法モデルとして重要な位
置を占めることが予想された。

以上から，早急に CISG の体系的・解釈論
的構造に関する正確な把握の確立が肝要で
あると考えられた。
(2) また，CISG は、国際商取引において生
成しつつある《共通私法（jus commune）》の
基軸的地位を占めており、これら《共通私法》
の文脈に位置づけて理解しなければならな
いと考えられた。

２．研究の目的

(1) 以上で述べたことを背景として，本研究
の第１の目的は、CISG の統一的解釈のため
の協働作業に参画するための CISG の正確な
理解を確立することであった。本研究では、
特に①CISG における契約責任の体系理解の
再構築に重点を置くこととしたが，②その他
の CISG の解釈論上の諸論点についても検討
を行い，成果を公表することとした。
(2) また，本研究の第２の目的は、《共通私
法》の規範内容及び生成過程を分析すること
とした。①規範内容の分析としては，CISG
と UNIDROIT 国際商事契約原則，国際商業会
議所（ICC）が作成する援用可能統一規則や
モデル契約書を比較検討することとし、それ
らの存在が CISG の解釈適用にどのように作
用するのかを検討することとした。②また，
生成過程の分析としては，ICC におけるルー
ル・メイキングは、元来は取引実務における
社会規範を抽出するものと位置づけられて
いたのに対して，現在の ICC の活動は、むし
ろあるべきルールのあり方を先導的に示す
方向を向いているようにも思われることか
ら，ICC によるルール･メイキングの《共通私
法》としての存立根拠も検討することとした。

３．研究の方法

(1) 法解釈学的方法（文献調査）：CISG の体
系的構造を，債権法改正における議論も意識
しつつ，CISG に関する裁判例・学説を渉猟
する方法により，解明することとした。
(2) 法社会学的方法（文献調査及び聞き取り
調査）：特に ICC におけるルール・メイキン
グについて，関係者への面談等も交えながら，
法社会学的に検討をすることとした。
(3) 翻訳・紹介：《共通私法》に関する理解
を世界と共有するために，各種文献の翻訳・
紹介を行うこととした。

４．研究成果

(1) まず，CISG について総体的に理解する
ことを主旨とした研究を公表し，そのなかで，
CISG の構造を正確に解明するとともに（雑
誌論文 11～13，17～24），CISG の体系と原理
についての解明を行った（雑誌論文 14・16）。
より個別具体的に契約責任の体系の理論解
明をはかった研究としては，契約解除の要件
に関するもの（雑誌論文 9），瑕疵担保責任に
関するもの（雑誌論文 10），買主の検査通知
義務に関するもの（学会発表 4），危険移転に
関するもの（図書 1），物品保存義務に関する
もの（雑誌論文 6）がある。いずれも，わが
国における CISG の理解の深化に寄与するも
のと考えるが，英文で公表した文献について
は，CISG の統一的解釈に向けた共同作業に
も直接参画するものといえる。特に，
UNCITRAL が刊行した CLOUT Digest におい
て、CISG における危険移転規定とそれをめ
ぐる裁判例の状況についての執筆を担当し
た成果（図書 1）及び物品保存義務について
の注釈書への執筆（雑誌論文 6）については，
海外においても基本文献として参照される
こととなるものと思われる。
(2) その他，解釈論上の論点については，実
務上きわめて重要な CISG の適用範囲の構造
に関する研究（雑誌論文 1・8，学会発表 2・
8），ソフトウェア取引への CISG の適用可能
性に関する研究（雑誌論文 15，学会発表 7・
9）がある。また，あわせて「条約」として
の CISG の国内法体系における位置づけにつ
いても検討した（雑誌論文 7・8，学会発表 8）。
その他，契約の成立規定の構造を解明する研
究がある（雑誌論文 26）。
(3) また，CISG の契約法原理に関連して，
CISG の基礎にある一般原則と目される favor
contractus の原則について検討を加え，債権法
改正論議等にみられる現在の日本契約法学
との比較検討を行った（雑誌論文 3・4，学会
発表 6）。これによって，現時点の内外におけ
る favor contractus をめぐる議論水準の到達点
を示すことができたと考えている（もちろん，
これからはその先が問題となる）。
(4)《共通私法》の規範内容の研究としては，
翻訳として，UNIDROIT 国際商事契約原則
2010 の条文を公刊できたことは，実務界・学
界に対する貢献になっているものと思われ
る（雑誌論文 5）。
(5) 以上に対して，《共通私法》の生成過程に
ついての検討は，非締約国への CISG の普及
に向けた研究（雑誌論文 25，学会発表 1・5）
や，アジア地域における法の調和の必要性に
関する研究（雑誌論文 2，学会発表 3）があ
るものの，不十分にとどまったといわざるを
得ない。UNCITRAL の担保作業部会に 2009



年から日本代表として参加するなかで，《共
通私法》の生成を観察することができたこと，
ICC の活動について Incoterms の改訂過程に
ついては若干の聞き取り調査を行ったこと，
ICC 日本委員会仲裁委員会の活動に関与する
ようになった以外には，大きな成果を挙げる
ことができなかった。
(6) 今後の課題としては，本研究において一
定の成果を示すことができた範囲で，研究を
まとめて研究書として出版すること，そして，
積み残しの多かった《共通私法》の研究につ
いて本格的な研究を進めることが必要であ
る。後者については，その問題意識を発展さ
せて，《私法統一》一般についての共同研究
を平成 24 年度から開始している（科学研究
費・基盤研究（B））。
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